
　台風等による異常気象時下における無理な運行により、近年、事業用トラックの横転事故等が相次ぐなど、
トラック運送事業の遂行に支障をきたす事案が散見されております。　台風等による被害発生が予測される場
合には、国から示された「異常気象時における措置の目安」を基に、着荷主・発荷主等とも連携を図りつつ、
ドライバーの命と大切な荷物を守るための行動の実践に取り組みましょう。

異常気象時における措置の目安

※輸送を中止しないことを理由に行政処分を行うものではないが、国土交通省が実施する監査において、輸送の安全を確保するため
の措置を適切に講じずに輸送したことが確認された場合には、「貨物自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について（平成２１
年９月２９日付国自安第７３号、国自貨第７７号、国自整第６７号）」に基づき行政処分を行う。

　『荷主勧告』は、貨物自動車運送事業法に基づき、トラック運送事業者の
過積載運行や過労運転防止措置義務違反等の違反行為に対し行政処分を行う
場合に、当該違反行為が荷主の指示によるなど主として荷主の行為に起因す
るものと認められるときは、国土交通大臣が当該荷主に対し違反行為の再発
防止のための適当な措置を執るべきことを勧告するもの。
　勧告を発動した場合には、当該荷主名及び事案の概要を公表します。　ま
た、法律に基づく勧告のほか、①勧告に至らないものの違反行為への関与が
認められる荷主に対する「警告」、②関係機関からの法令違反情報等をもとに
関係する荷主を特定し早期に働きかけを行う「協力要請」といった措置を通
達により設けています。

荷 主 勧 告 制 度無理な輸送を
強要されたら…
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